
土地建物売買契約書 

 売払人 小山市（以下「甲」という。）と買受人 ● （以下「乙」という。）とは、次の条項により

土地及び建物の売買契約を締結する。 

（売買物件） 

第１条 甲は、その所有する次の土地及び建物（以下「売買物件」という。）を乙に売り渡し、 乙

はこれを買い受ける。 
 

土地の所在 地 番 地 目 
地 積 ㎡ 

（実測） 
適  要 

小山市大字横倉新田字守武 8番2 宅地 2660.23㎡ 

 
 
 
 
 

 

建物の所在 名称 構造 延床面積 建築年 

小山市大字横倉新田 

字守武8番2 

本館 鉄骨造平屋 
573.45㎡ 

(増築分含) 

昭和56年 
(増築分) 
平成20年 

会議室 木造平屋 49.68㎡ 昭和56年 

※付帯する諸設備及び建物内の備品等を含む 

工作物等の所在 名称 

小山市大字横倉新田 

字守武8番2 

自転車置場、高圧受変電設備一式(PCB撤去済)、U型側溝、

門柱、門扉、フェンス、土留め、浄化槽、旗竿、樹木、車椅子看

板、立水栓、量水器、藤棚支柱、アスファルト舗装その他外構

設備等 

 

（売買代金） 

第２条 売買代金は  ▲円とする。(うち建物代金◆円) 

（契約保証金） 

第３条 乙は、契約保証金として■円を本契約締結と同時に甲に納付するものとする。 

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、第1５条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しないもの

とする。 



（売買代金の納入） 

第４条 甲は、契約締結後速やかに、乙に対し売買代金から乙が既に納付した契約保証金を除

く金額を納付するための、納入通知書を発行するものとし、乙は甲から発行された納入通知

書により、令和7年10月29日までに小山市指定金融機関に一括して納入するものとする。 

（契約保証金の充当） 

第５条 契約保証金は、前条に定める金額を完納したときに、甲において売買代金の一部に充

当するものとする。 

（契約保証金の処分） 

第６条 乙が、第４条の支払期限までに売買代金を完納しないときは、契約保証金は、市に帰属

するものとする。 

（所有権の移転） 

第７条 売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに甲から乙に移転するものとす

る。 

 （所有権移転登記の嘱託及びその費用） 

第８条 乙は、前条の規定により売買物件の所有権が移転した後、速やかに、甲に対し所有権

移転の登記を請求するものとする。 

２ 甲は、乙の請求により、遅滞なく所有権移転の登記を所轄法務局に嘱託するものとする。こ

の場合に必要な登録免許税その他の費用は、乙の負担とする。 

（売買物件の引渡し） 

第９条 甲は、第７条の規定により売買物件の所有権が乙に移転したときは、遅滞なく、売買物

件を現状のまま乙に引渡すものとする。 

２ 乙は、売買物件の引渡しを受けたときは、甲の定めるところにより、直ちに受領書を甲に提

出するものとする。 

（相隣関係への配慮） 

第10条 乙は売買物件の塀及び土留めを撤去する際には、周辺に十分配慮するとともに事前

に小山市教育委員会こども未来部学校支援課へ協議を行うこと。 

（危険負担） 

第11条 契約締結後に売買物件が甲の責めに帰することのできない事由により滅失し、又はき

損した場合は、その損失は乙の負担とする。 

（契約不適合責任） 



第12条 甲はこの土地及び建物に契約の内容に適合しないものがあってもその責は負わない

ものとする。 

（契約の不履行による解除） 

第13条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、催告なしに契約を解除すること

ができるものとする。 

２ 甲は、前項の定めにより契約を解除した場合において、乙に損害が生じても、その責を負わ

ないものとする。 

（違約金） 

第14条 乙は、前条の定めにより本契約を解除されたときは、違約金として売買代金の２０パー

セントに相当する額を甲に支払わなければならない。 

２ 前項の違約金は、第16条に定める損害賠償の予定又は一部としないものとする。 

（乙の原状回復義務等） 

第15条 乙は、第13条の規定により契約が解除されたときは、甲の指定する日までに売買物件

を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が当該売買物件を原状に回復さ

せることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する日までに当該売買

物件の所有権移転登記の抹消登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第16条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害に相

当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第17条 乙は、第13条の規定により本契約を解除された場合において、売買物件に投じた有

益費、必要費、その他の費用があってもこれを甲に請求することができない。 

（返還金） 

第18条 甲は、本契約を解除したときは、乙が支払った売買代金を返還するものとする。 

２ 前項の返還金には、利息を付さないものとする。 

（返還金の相殺） 

第１9条 甲は、前条の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第14条第1項に規

定する違約金若しくは第16条に規定する損害賠償金を甲に支払う義務があるときは、返還

金の全部または一部と相殺する。 



（反社会的勢力に対する除外措置） 

第20条 乙は、本契約の締結に当たり、甲に対して次の各号の事項を確約する。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下

総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。 

（２）乙の役員（業務を遂行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）及び従業

員が小山市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第３号に定める暴力団員ではな

いこと。 

（３）反社会的勢力又は暴力団員等に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではない

こと。 

（契約の費用） 

第21条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第22条 本契約に関し訴訟の必要が生じたときは、宇都宮地方裁判所を管轄裁判所とする。 

（信義則） 

第23条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（疑義等の決定） 

第24条 本契約に定めのない事項及び本契約に関し疑義が生じたときは、甲と乙が協議して

定めるものとする。 

 本契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通

を保有するものとする。 
 
  令和   年  月  日 
 
                甲 小山市中央町一丁目１番１号 

 
                      小 山 市 
 
                        市 長  浅 野  正 富 
  
                   乙 


